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高齢者福祉計画・第１０期介護保険事業計画の策定について 

 

策定スケジュール 

  社会福祉審議会 計画策定検討部会 

Ｒ７ 10 月 30 日(木) 令和７年度 第１回審議会  

 11 月  14 日(金) 令和７年度 第１回部会 

Ｒ８ 1 月 市が「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」ほか各種調査を実施 

 6 月 
29 日(月) 令和８年度 第１回審議会 

（計画案の諮問 骨子の検討） 
 

 7 月  
3 日(金) 令和８年度 第１回部会 

（計画骨子の検討） 

 10 月 第２回審議会（計画素案の検討） 第２回部会（計画案の検討） 

 12 月 第３回審議会（完成案の検討・答申） 第３回部会（計画の検討） 

Ｒ９ 1 月 市が「パブリックコメント」を実施 

 3 月 計画確定、第 10 期介護保険料確定 

※ 開催スケジュールは進捗状況により変更する場合があります。 

 



認知症こころの声アンケート報告書 
 

1 調査の目的 
第 10 期介護保険事業計画（令和 9 年度～11 年度）に包含する「三木市 

認知症施策推進計画」の策定に向け、「頭の健康チェック」事業や絆カフェ 
（認知症カフェ）等に参加された方やその家族から、相談先や日常生活の 
様子、これからの希望などを聴き取り、認知症施策推進のための課題を把握 
することを目的とする。 

 
2 調査期間 
  令和 7 年 12 月 18 日から令和 8 年 2 月 17 日まで 
 
3  調査方法 
  認知症の本人や家族、物忘れが気になる方に、地域包括支援センターの 
 職員が直接、聴き取りを行う。 
 
4  回答件数 
  45 件 
 
5  主な内容 

【本人への質問より】 

得意なこと、好きなこと 

 体を動かすこと、家庭菜園、野球観戦、カラオケ、ゴルフ、手芸、読書 

やりたいこと、これからの夢について 

  旅行（海外・国内）、ゴルフ、ドライブ、仕事、散歩 

うれしいと思うことについて 

家族と過ごすこと、孫が来てくれること、食事をすること 

草刈りをしてお礼を言われること、日曜大工で物を作ったとき 

普段から自宅や地域などで行っている役割について 

 庭の手入れ・草むしり、家事、家の掃除 

周りの人にしてほしいこと、かけてほしい言葉について 

挨拶をしてほしい、話しかけてほしい、「ありがとう」と言ってほしい 

ゴミ出しを手伝ってほしい、一緒に出掛けてほしい 



困っていることや不安なことについて 

移動手段がないこと、ひとりの時の体調不良、物忘れの進行の不安 

転倒の不安、歩けなくなること 

感想、伝えたい事について 

  移動手段について便利な支援があったらうれしい 

 認知症に関するいろいろな事業を周知してほしい 

 認知症があっても出かけやすい場所があればいい 

 

【本人・家族への質問より】 

今後、地域で本人や家族を支える仕組みとして、あったらいいもの 

困ったときに相談できる場所、近所で助け合いのできる仕組み 

認知症のことが言えるまちづくり、徒歩圏内の地域コミュニティ 

定期的なお楽しみ行事、介護者が体調不良時の支援 

  

6 今後について 

「認知症になったら何もできなくなるということではなく、認知症にな 

  ってからも、一人一人が個人としてできること・やりたいことがあり、 

   住み慣れた地域で仲間等とつながりながら、希望を持って自分らしく暮 

らし続けることができる」という考え方の「新しい認知症観」は、今回 

のアンケートでいただいた本人や家族の「こころの声」とつながるもの 

です。今年度策定する「三木市認知症施策推進計画」に、「こころの声」 

の思いをつないだ施策の推進を図ります。 



介護人材実態調査結果報告書 

 

１ 調査の目的 

介護人材の性別・年齢構成、資格保有状況などを把握し、職員の確保、育成及

び業務改善に必要な取組等を検討する。 

 

２ 調査期間 

  令和７年１２月３日から令和８年１月３０日まで 

 

３ 調査対象 

  施設・居住系サービス、通所系サービス、訪問系サービス、小規模多機能型居

宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
 

４ 回答件数 

  ８１事業所（発送８８事業所、回収率９２．０％） 

 

５ 主な内容 

・常勤の介護職員は男性では 30 歳代から 50 歳代、女性では 40 歳代、50歳代が多

く、非常勤の介護職員は男女とも 40歳代から 70 歳代が多い。 

・全体的に男性より女性の職員数が多く、特に非常勤職員数は女性が多い。また、

20歳代については、男性の常勤は全体の 1.0％、女性の常勤は 7.0％と、常勤職

員における女性の割合が高い。 

・60 歳代の職員数は、男性が全体の 2.6％（常勤 0.9％）、女性が 11.7％（常勤

4.2％）。70 歳以上の職員数は、男性が 0.5％（常勤０％）、女性が 5.1％（常勤

1.3％）となっており、比較的年配の女性が重要な担い手となっていることがうか

がえる。 

・施設・居住系の職員は男女の人数差が比較的小さく、通所系の職員数は男女差が

大きい（女性が特に多い）。 

・介護職員数の変化について、昨年比で通所系は減少、訪問系と施設・居住系は増

加しているが、全体では常勤職員数は減少し、非常勤職員数が増加している。常

勤職員数は訪問系のみ前年と同数、通所系と施設・居住系は減少。 

 

介護職員に若い男性が少なく、高齢の女性によって担われている部分が少なくない

ことが示されている。特に通所系のサービスについては、その傾向が顕著であり、今

後、担い手となる 50 歳以上の女性人口（50 歳代前半は団塊ジュニア世代に該当）の

減少によって、担い手不足が加速することが懸念される。 

 



居所変更実態調査結果報告書 

 

１ 調査の目的 

過去１年間に施設・居住系サービスから居所を変更した方の人数や死亡した人

数等を把握し、施設・居住系サービスでの生活の継続性を高めるために必要な機

能について検討する。 

 

２ 調査期間 

  令和７年１２月３日から令和８年１月３０日まで 

 

３ 調査対象 

  施設・居住系サービス、グループホーム、特定施設、特別養護老人ホーム、介

護老人保健施設 
 

４ 回答件数 

  ２９事業所（発送３２事業所、回収率９０．６％） 

 

５ 主な内容 

・入所者の要介護度が高い施設として特別養護老人ホーム（要介護３以上 100％）、老

健（同 69.5％）、住宅型有料老人ホーム（同 60.5％）、グループホーム（同 56.6％）

があり、要介護度が低い施設として軽費老人ホーム（要支援２以下 60.0％）、特定

施設（同 50.1％）がある。 

・過去 1 年間の退居・退所者に占める「死亡」の割合は、特別養護老人ホーム（47.3％）

が最も高く、三木市においては見取りまでを担っている施設としての役割が大きい。 

・入所者の多い施設の入退所の状況を見ると、老人保健施設は自宅または病院・診療

所からの入所が多く、自宅、病院・診療所、特養への退所が多い。特養は自宅・病

院・診療所からの入所が多く、病院・診療所または死亡による退所が多い。 

・サ高住は自宅、老健、病院・診療所からの入所が多く、老健、病院・診療所、特養

への退所が多い。 

・数は少ないが、住宅型有料老人ホーム、グループホームからの特養への退所もあり

本市において要介護度が上がった高齢者を最後に受け入れる施設として特養が大

きな役割を担っていることがうかがえる。 

 

見取りに至る施設サービスについて、特養の役割が大きくなっており、今後ニー

ズが高まる可能性がある。施設整備または自宅等での見取りを拡大するための取組

が求められる。 



在宅生活改善調査結果報告書 

 

１ 調査の目的 

現在自宅等にお住まいの方で、「現在のサービス利用では、生活の維持が難しく

なっている方」もしくは「家族等介護者の就労継続が難しくなっている利用者」

の人数、理由、必要な支援・サービス等を把握し、在宅生活や家族等介護者の就

労継続につなげる取組を検討する。 

 

２ 調査期間 

  令和７年１２月３日から令和８年１月３０日まで 

 

３ 調査対象 

  自宅等の要支援・要介護認定者を対象に、担当するケアマネージャー（居宅介護支

援事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所） 
 

４ 回答件数 

  ２７事業所（発送２８事業所、回収率９６．４％） 

 

５ 主な内容 

・現在自宅等に居住しており、生活の維持が困難となっている高齢者は 5.7％となっ

ており要介護２以下で独居の割合が最も高く、次いで要介護２以下で高齢者夫婦の

み世帯の割合が高い。 

・生活の維持が難しくなっている理由として、本人の状態については、要介護２以下

では認知症状の悪化が特に多く（69.9％）、要介護３以上では必要な身体介護の増

大（76.2％）と認知症状の悪化（69.0％）が多い。 

・認知症状の悪化の具体的な内容としては、家事に支障がある、一人での外出が困難、

薬の飲み忘れ、金銭管理が困難という回答が多い。 

・本人の状態以外の要因として、要介護２以下では生活不安の増大（35.0％）、本人

が一部の居宅サービスの利用を望まない（24.3％）が比較的多く、また要介護度を

問わず介護者の介護にかかる不安・負担量の増大（要介護２以下 62.3％、要介護３

以上 61.9％）が多い。 

・生活の維持が難しくなっている人の生活の改善に必要なサービスについて、特養の

待機が 17.1％、その他施設等の待機が 49.3％、在宅サービスが 23.6％となってお

り、在宅サービスの中ではショートステイが生活の改善に効果的という回答が特に

多く、次いで通所系サービス、定期巡回、小規模多機能が多くなっている。 

 

要介護度が低い段階での自宅での生活困難の要因として認知症状の悪化が特に

多くなっている。施設サービスの整備またはショートステイ等の在宅サービスの充

実により、状況の改善を図ることができると考えられる。 



 

三木市高齢者福祉計画・第10期介護保険事業計画策定について 

 

１ 計画の位置付け 

（１）高齢者福祉計画 

◆ 老 人 福 祉 法 第 20条 の ８ 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 策 定 す る も の で あ り 、 介 護

保 険 事 業 計 画 と の 一 体 的 な 策 定 が 義 務 付 け ら れ て い る 。  

◆ 高 齢 者 福 祉 に 関 す る 基 本 的 な 方 向 性 や 各 種 事 業 の 内 容 や 量 の 見 込 み 、 施

設 の 整 備 等 に つ い て 定 め る も の 。  

 
（２）介護保険事業計画 

◆ 介 護 保 険 法 第 117条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 策 定 す る も の で あ り 、 高 齢 者

福 祉 計 画 と の 一 体 的 な 策 定 が 義 務 付 け ら れ て い る 。  

◆ ３ 年 間 を １ 期 と し て 策 定 す る も の と さ れ て お り 、 今 年 度 策 定 す る の は 令

和 ９ 年 度 ～ 令 和 11年 度 を 計 画 期 間 と す る 第 10期 計 画 と な る 。  

◆ 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る 「 介 護 保 険 事 業 に 係 る 保 険 給 付 の 円 滑 な 実 施 を 確

保 す る た め の 基 本 的 な 指 針 （ 以 下 「 基 本 指 針 」 と い う 。）」 に 即 し 、 地 域

の 高 齢 者 の 状 況 等 を 踏 ま え 、 介 護 保 険 サ ー ビ ス や 地 域 の 実 情 に 応 じ て 実

施 さ れ る 地 域 支 援 事 業 等 の 量 の 見 込 み や 確 保 の た め の 方 策 等 に つ い て

定 め る も の 。  

 

（３）認知症施策推進計画 

◆ 共 生 社 会 の 実 現 を 推 進 す る た め の 認 知 症 基 本 法 第 13条 第 １ 項 に お い て

市 町 村 の 実 情 に 即 し た 市 町 村 認 知 症 施 策 推 進 計 画 が 努 力 義 務 と さ れ て

い る 。  

◆ 本 市 で は 、 平 成 １ ８ 年 ３ 月 策 定 の 第 ３ 期 計 画 か ら 「 認 知 症 高 齢 者 へ の 対

応 」 と し て 、 認 知 症 の 早 期 発 見 、 家 族 を 含 め た 支 援 体 制 の 整 備 、 認 知 症

予 防 、 認 知 症 理 解 の 推 進 等 に つ い て 具 体 的 施 策 を 実 施 し て き た 。  

◆ 令 和 ６ 年 12月 に 策 定 さ れ た 国 の「 認 知 症 施 策 推 進 基 本 計 画 」 の 内 容 を 勘

案 し た う え で 、 今 回 策 定 す る 高 齢 者 福 祉 計 画 ・ 第 10期 介 護 保 険 事 業 計 画

に 包 含 す る か た ち の 認 知 症 施 策 推 進 計 画 を 策 定 す る 。  

 

 

今回の計画策定では、上記の３つの計画を一体的に策定することになりま

す。 

  



 

２ 第10期計画に係る基本指針の基本的な考え方と求められる取組 

国 に お い て は 、 市 町 村 の 第 10 期 介 護 保 険 事 業 計 画 に 向 け た 基 本 指 針 の 考 え

方 に つ い て 、 以 下 の よ う に 示 し て い ま す 。  

 
◆ 2040年に は 、 介 護 と 医 療 の 複 合 ニ ー ズ を 抱 え る 85歳 以 上 人 口 、 認知 症 高齢

者 、 独居 の 高 齢者 等 の増 加 と 同時 に 、 生 産年 齢 人 口の 減 少が 見込 ま れ る 中 、

地 域 の 規 模 に よ っ て 高 齢 化 ・ 人 口 減 少 の ス ピ ー ド に 大 き な 差 が 生 じ る こ

と 等 も 踏 ま え 、 地域 の状 況 に 応じ た 、 き め 細 か な 対応 が 求め ら れ る 。  

◆ 2040年 に 向 け て 、 地 域 の 実 情 に 応 じ た 介 護 サ ー ビ ス 基 盤 の 整 備 や 、 地 域

包 括 ケ ア シ ス テ ム を 深 化 さ せ る た め に 、 医 療 ・ 介 護 の 一 層 の 連 携 、 頼 れ

る 身 寄 り が な い 高 齢 者 へ の 支 援 、 介 護 人 材 の 確 保 、 介 護 現 場 の 生 産 性 の

向 上 を 図 る た め の 取 組 等 に つ い て 、 具 体 的 な 取 組 や 目 標 を 介 護 保 険 事 業

計 画 に 定 め る こ と が 重 要 で あ る 。  

 

 

（１）介護サービス基盤の計画的な整備 

◆ 令 和 ６ 年 度 ～ 令 和 ８ 年 度 の 介 護 給 付 等 の 実 績 を 踏 ま え つ つ 、 地 域 の 中 長

期 的 な 人 口 動 態 や 介 護 ニ ー ズ の 見 込 み 等 を 適 切 に 捉 え 、 第 10期 計 画 に お

け る 施 設 サ ー ビ ス 、 居 住 系 サ ー ビ ス 、 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス を バ ラ ン ス よ

く 組 み 合 わ せ て 、 介 護 サ ー ビ ス 提 供 体 制 を 計 画 的 に 確 保 し て い く 必 要 が

あ る 。  

◆ 医 療・ 介 護 双 方 の ニ ー ズ を 有 す る 高 齢 者 の サ ー ビ ス 需 要 や 在 宅 医 療 の 整

備 状 況 を 踏 ま え 、 医 療 ・ 介 護 の 連 携 を 強 化 し 、 医 療 及 び 介 護 の 効 率 的 か

つ 効 果 的 な 提 供 を 図 る こ と も 重 要 で あ る 。  

◆ 居 宅 要 介 護 者 の 在 宅 生 活 を 支 え る た め の 定 期 巡 回・ 随 時 対 応 型 訪 問 介 護

看 護 、 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 、 看 護 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 等 の 地 域

密 着 型 に つ い て 、 引 き 続 き 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 、 普 及 を 検 討 し 、 整 備

に 取 り 組 む こ と が 重 要 で あ る 。  

◆ 中 山 間 ・ 人 口 減 少 地 域 に お け る サ ー ビ ス 提 供 体 制 の 確 保 を 図 る た め 、 特

例 介 護 サ ー ビ ス の 新 た な 類 型 を 創 設 す る 。  

 

人口推計や実績に基づく介護ニーズの見込みを踏まえ、計画的な介護サ

ービス基盤の確保を図るとともに、在宅サービスの充実や在宅医療の充実

に向けた医療・介護連携の促進が引き続き課題となります。  

特に、団塊の世代が90歳以上となる一方で、団塊ジュニア世代が65歳以

上となり、支え手となる人口の減少が見込まれる2040年を見据え、中長期

的な視点に立ったサービス基盤の整備が求められます。 



 

（２）地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

◆ 2040年 に 向 け て は 、 自 治 体 ・ 地 域 の 規 模 に よ っ て 、 高 齢 化 や 人 口 減 少 の

ス ピ ー ド に は 大 き な 差 が 生 じ る こ と が 見 込 ま れ 、 地 域 に よ っ て サ ー ビ ス

需 要 の 変 化 は 様 々 と な る 。 各 地 域 を 、「 中 山 間・ 人 口 減 少 地 域 」、「 大 都 市

部 」、 ｢ 一 般 市 等 ｣に 分 類 し た 上 で 、 こ う し た 地 域 類 型 を 意 識 し な が ら 、 関

係 者 間 で サ ー ビ ス 基 盤 の 維 持・ 確 保 に 向 け た 議 論 を 行 う こ と が 必 要 で あ

る 。  

◆ 中 長 期 的 な サ ー ビ ス 提 供 の 確 保 に 資 す る 方 策 に つ い て 、 速 や か に 取 り 組

む こ と が で き る よ う 、 そ の 前 提 と な る 地 域 の 状 況 に 関 す る 分 析 や 課 題 の

把 握 を 進 め る 必 要 が あ る 。  

◆ 今 後 、 各保 険 者に お い て 地 域包 括 ケ ア シ ス テ ム の深 化・ 推 進に 向 け て 、 更

な る 取 組 を 進 め る こ と が で き る よ う 、 保 険 者 機 能 を 強 化 す る こ と が 重 要

と な る 。  

 

三木市における人口・認定者数の中長期的な推計を踏まえ、地域の特性

に応じたサービス基盤の中長期的な確保に向けた課題の把握や、介護予防

の取組強化による介護給付の抑制など、保険者機能の強化の取組が引き続

き求められます。 

 

 

（３）地域包括ケアシステムを支える介護人材及び介護現場の生産性向上 

◆ 生 産 年 齢 人 口 の 減 少 が 加 速 す る と と も に 、 高 齢 者 人 口 が ピ ー ク を 迎 え る

2040年 を 見 据 え つ つ 、「 介 護 離 職 ゼ ロ 」 の 実 現 に 向 け た 介 護 サ ー ビ ス 基 盤

の 整 備 に 伴 っ て 必 要 と な る 人 材 の 確 保 に 向 け 、 総 合 的 な 取 組 を 推 進 す る

こ と が 重 要 で あ る 。  

◆ 人 材 の 確 保 に 当 た っ て は 、 処 遇 改 善 に 向 け た 取 組 を 行 う こ と を 前 提 と し

つ つ 、 高 齢 化 や 人 口 減 少 の 状 況 、 地 域 に お け る 人 材 の 供 給 量 な ど に つ い

て 、 地 域 差 や 地 域 固 有 の 問 題 が 存 在 す る 中 で 、 関 係 者 が そ の 実 情 等 に つ

い て 把 握 ・ 収 集 ・ 共 有 ・ 分 析 す る 中 で 課 題 を 認 識 し 、 そ れ ぞ れ の 役 割 ・

機 能 を 果 た し な が ら 、 ネ ッ ト ワ ー ク の 中 で 協 働 し て 実 践 的 に 課 題 解 決 に

取 組 む 必 要 が あ る 。 こ う し た 機 能 を 果 た す た め 、 都 道 府 県 が 設 置 主 体 と

な っ た 介 護 人 材 確 保 に 関 す る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 構 築 す る こ と が 有 効

で あ る 。  

 

今後、厳しさを増すことが予想される介護人材の不足に対応していくた

め、地域の実情に基づく課題認識を踏まえ、介護人材の確保や生産性の向

上に向けた取組を県等と連携して推進していくことが求められています。 



 

（４）医療・介護連携の推進 

◆ 2040年 に か け て 、 介 護 と 医 療 の 複 合 ニ ー ズ を 有 す る 85歳 以 上 の 高 齢 者 が

一 貫 し て 増 加 す る 中 、 こ れ ら の 者 が 適 切 に 医 療 ・ 介 護 サ ー ビ ス を 受 け ら

れ る サ ー ビ ス 提 供 体 制 を 確 保 す る 必 要 が あ る ほ か 、 急 変 等 医 療 ニ ー ズ が

必 要 と な っ た 際 に 円 滑 に 通 院 、 入 院 等 の 適 切 な サ ー ビ ス に つ な げ る こ と

が で き る よ う 、 医 療 と 介 護 の 連 携 を さ ら に 強 化 し て い く 必 要 が あ る 。 加

え て 、 在 宅 や 介 護 施 設 に お け る 高 齢 者 救 急 を 支 え る 包 括 的 な 機 能 を 有 す

る 医 療 と の 連 携 も 必 要 で あ る 。  

◆ 第 10期 計 画 期 間 に お い て は 、 都 道 府 県 ・ 市 町 村 双 方 の 医 療 ・ 介 護 部 局 が

こ れ ま で 以 上 に 密 接 な 連 携 を 図 り 、 令 和 ９ 年 度 か ら 施 行 と な る 新 た な 地

域 医 療 構 想 等 と の 円 滑 な 接 続 の 観 点 を は じ め 、 地 域 に お け る 医 療 ・ 介 護

連 携 に 関 す る 諸 課 題 に つ い て 共 通 の 認 識 を 深 め た 上 で 、 都 道 府 県 と 市 町

村 が 各 々 の 担 う べ き 役 割 の 整 理 を 行 い 、 地 域 に お い て 様 々 な 場 面 や 当 事

者 間 で 医 療 と 介 護 が 連 携 し て 取 り 組 む こ と が で き る 体 制 の 構 築 を 目 指

す こ と が 必 要 で あ る 。  

 

介護と医療の両方のニーズを有する高齢者の増加を見据え、地域におけ

る医療介護連携のさらなる推進が求められます。また、都道府県と市町村

の連携した取組についても、これまで以上に求められています。 

 

 

（５）認知症施策の推進 

◆ 都 道 府 県 及 び 市 町 村 に お い て 、 認 知 症 の 人 の 社 会 参 加 の 場 や 必 要 な 保 健

医 療 サ ー ビ ス 及 び 介 護 サ ー ビ ス 等 に つ い て 、 デ ー タ を 活 用 し て 現 状 を 確

認 し 、 共 生 社 会 を 実 現 す る た め に 必 要 な 今 後 の 具 体 的 な 取 組 を 定 め て 記

載 す る こ と 。  

◆ 認 知 症 の 人 の 推 計 や「 見 え る 化 」 シ ス テ ム を 活 用 し た 人 口 推 計 、 サ ー ビ

ス 見 込 量 等 の デ ー タ を 活 用 し な が ら 、 各 都 道 府 県 内 又 は 各 市 町 村 内 に お

け る 設 置 箇 所 数 や 活 用 状 況 、 果 た し て い る 機 能 、 現 状 の ニ ー ズ と 今 後 の

見 込 み 等 の 現 状 を 確 認 し 、 都 道 府 県 又 は 市 町 村 と し て 考 え る 今 後 の 姿 を

示 し 、 そ の 姿 の 実 現 に 必 要 と な る 具 体 的 な 取 組 を 定 め る こ と 。  

 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法や国の認知症施策推進

基本計画の取組みを踏まえ、社会参加の機会の確保や医療・介護の体制整

備、新しい認知症観の普及・啓発等、認知症施策のさらなる充実に取り組

む必要があります。 

  



 

３ 新しい計画の策定方針 

（１）計画の基本理念 

◆ 第 ９ 期 計 画 で 定 め て い る 基 本 理 念 は 、 次 期 計 画 に お い て も 引 き 継 ぎ ま す 。 

 

高齢者が自分らしく生きがいを持って、 

住み慣れた地域の中で安心して暮らし続けられるよう、 

みんなで支え合うまちを目指します  

 

 

（２）計画の構成 

◆ 第 ９ 期 計 画 の 構 成 は 下 記 の と お り で 、 次 期 計 画 の 構 成 の 基 準 と し ま す 。 
 
■三木市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画の構成 

第 １ 章  計 画 の 策 定 に 当 た っ て  

１  計 画 策 定 の 趣 旨  

２  計 画 の 位 置 付 け  

３  計 画 の 期 間  

４  計 画 の 策 定 体 制  

５  第 ９ 期 計 画 策 定 の た め の

国 の 基 本 的 な 指 針  

 

第 ２ 章  本 市 の 高 齢 者 を 取 り 巻

く 現 状  

１  人 口 ・ 世 帯  

２  介 護 保 険 事 業  

３  ア ン ケ ー ト 調 査 か ら 見 た

本 市 の 課 題  

４  第 ８ 期 計 画 に 基 づ く 施 策

の 実 施 状 況 と 課 題  

５  日 常 生 活 圏 域 別 の 状 況  

６  計 画 の 見 直 し の 視 点  

 

第 ３ 章  計 画 の 基 本 的 な 考 え 方  

１  基 本 理 念  

２  Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の 推 進  

３  基 本 目 標  

４  施 策 体 系  

第 ４ 章  分 野 別 施 策 の 展 開  

基 本 目 標 １  地 域 で 安 心 し て 暮 ら せ る 体

制 の 整 備  

基 本 目 標 ２  認 知 症 施 策 の 推 進  

基 本 目 標 ３  健 康 づ く り と フ レ イ ル 予

防 ・ 介 護 予 防 の 推 進  

基 本 目 標 ４  み ん な で 支 え 合 う 地 域 社 会

の 構 築  

基 本 目 標 ５  持 続 性 の あ る 介 護 保 険 事 業

の 運 営  

 

第 ５ 章  介 護 保 険 事 業 費 等 の 推 計 と 保 険 料

の 算 定  

１  介 護 保 険 事 業 費 等 の 推 計 手 順  

２  介 護 保 険 サ ー ビ ス の 量 の 見 込 み  

３  介 護 保 険 事 業 に か か る 給 付 費 の 推 計  

４  第 １ 号 被 保 険 者 の 保 険 料 の 算 定  

 

第 ６ 章  計 画 の 推 進 と 進 行 管 理  

１  連 携 体 制 の 整 備  

２  計 画 の 点 検 ・ 評 価  

 

資 料 編  



 

（３）次期計画策定の基本的な方向性 

◆ ア ン ケ ー ト 調 査 結 果 、 各 種 統 計 デ ー タ ( 人 口・ 要 介 護 認 定 ） 等 に 基 づ く 本 市

の 課 題 を 整 理 し 、 対 応 す る 事 業 ・ 施 策 を 検 討 し ま す 。 ( 第 ２ 章 、 第 ４ 章 ）  

◆ 高 齢 者 福 祉 施 策 、 介 護 保 険 事 業 の 現 状 と 評 価 及 び 国 の 基 本 指 針 を 踏 ま え た

施 策 の 見 直 し 、 新 規 実 施 ／ 廃 止 す る 施 策・ 事 業 に つ い て 検 討 し 、 新 計 画 に 反

映 さ せ ま す 。 ( 第 ４ 章 ）  

◆ 国 の 認 知 症 施 策 推 進 基 本 計 画 等 を 踏 ま え た 認 知 症 施 策 の 充 実 を 図 り ま す 。

（ 第 ４ 章 ）  

◆ 人 口 推 計 、 要 介 護 者 数 の 推 計 、 各 種 サ ー ビ ス 必 要 量 の 推 計 等 を 踏 ま え た 、 計

画 期 間 に お け る サ ー ビ ス 量 と 保 険 料 の 算 定 を 行 い 、 計 画 内 容 を 更 新 し ま す 。

（ 第 ５ 章 ）  

 
（４）分野別計画の構成案 

◆ 次 期 計 画 策 定 の 基 本 的 な 方 向 性 を 踏 ま え 、 本 市 の 高 齢 者 施 策 の 全 体 像 を 示

す 第 ４ 章 の 分 野 別 計 画 に つ い て は 、 お お む ね 以 下 の よ う な 構 成 と す る 予 定

で す 。  

 

■「第４章 分野別施策の展開」 構成案 

（下線は第９期計画から追加・変更があった項目） 

基本目標１ 地域で安心して暮らせる体制の整備 

（ １ ） 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー の 機 能 強 化  

（ ２ ） 医 療 ・ 介 護 連 携 の 推 進  

（ ３ ） 高 齢 者 の 居 住 安 定 の 確 保  

（ ４ ） 安 全 ・ 安 心 な 生 活 環 境 の 整 備  

 

基本目標２ 認知症になっても自分らしく暮らせるまちづくり【認知症施策

推進計画】 

（ １ ） 認 知 症 の 普 及 啓 発 の 推 進  

（ ２ ） 認 知 症 の 人 と 家 族 を 支 え る 取 組 み の 推 進  

（ ３ ） 認 知 症 予 防 の 推 進  

（ ４ ） 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 に 向 け た 体 制 の 充 実  

（ ５ ） 認 知 症 の 人 の 安 心 ・ 安 全 対 策   

 

基本目標３ 健康づくりとフレイル予防・介護予防の推進 

（ １ ） フ レ イ ル 予 防 ・ 介 護 予 防 の 推 進  

（ ２ ） ニ ー ズ に 応 じ た 生 活 支 援 ・ 介 護 予 防 サ ー ビ ス の 充 実  



 

（ ３ ） 生 き が い 活 動 と 社 会 参 加 の 支 援  

（ ４ ） 健 康 づ く り と 介 護 予 防 の 連 携  

 

基本目標４ みんなで支え合う地域社会の構築 

（ １ ） 地 域 共 生 社 会 の 実 現 に 向 け た 取 組  

（ ２ ） 住 民 主 体 の 生 活 支 援 体 制 の 整 備  

（ ３ ） 高 齢 者 の 権 利 擁 護  

（ ４ ） 在 宅 生 活 の 支 援  

（ ５ ） 家 族 介 護 者 の 支 援  

 

基本目標５ 持続性のある介護保険事業の運営 

（ １ ） 介 護 保 険 制 度 の 普 及 啓 発  

（ ２ ） 介 護 給 付 の 適 正 化  

（ ３ ） 介 護 保 険 サ ー ビ ス の 質 の 向 上  

（ ４ ） 介 護 従 事 者 等 の 人 材 の 確 保 ・ 育 成  

（ ５ ） 在 宅 生 活 を 支 え る サ ー ビ ス の 確 保  

 

 

 
 



 

参考１．三木市人口推計（各年９月 30 日時点） 

 
◇三木市の 2020 年～2025 年の男女別年齢別人口（ 住民基本台帳） に基づき 、コ ーホート 変化率法

により 2026 年以降の人口を 推計し た。  

◇第 10 期計画期間中（ 2027～2029 年） は 65 歳～74 歳人口は減少、 75 歳以上人口はほぼ横ばい

と なるこ と が見込まれており 、 高齢化率は 2025 年の 35. 8％から 2029 年には 36. 6％、 2040 年

頃に 40％を 超える見込み。  

 
■年齢５区分推計人口の推移（各年９月 30 日時点、2026 年以降が推計値） 

 
資料：住民基本台帳（2025 年まで） 

 
 
■年齢５区分推計人口割合の推移（各年９月 30 日時点、2026 年以降が推計値） 

 
資料：住民基本台帳（2025 年まで） 
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参考２．三木市認定者数推計（各年９月 30 日時点） 
 
◇三木市の 2022 年～2025 年の認定者数に基づき 、男女別、年齢別人口における、 要介護度別の認

定率が将来的に変化し ないと 仮定し て認定者数を推計し た。  

◇第 10 期計画期間中には認定者数の増加が見込まれており 、 三木市においては 2035 年ごろ まで

増加傾向が続く 見込み。  

◇認定者数の増加にと も ない、 第１ 号被保険者の認定率も 当面は上昇が見込まれ、 ピーク と なる

2035 年頃には 24％程度と なる 見込み。  

◇2026 年９ 月末時点のデータ が確定し た時点で再度推計を 見直す予定。  

 
 
■要介護度別認定者数の推移と将来推計 

 
※2025 年までは介護保険事業状況報告月報（ ９ 月末時点）、 2026 年以降が推計値。  

資料：介護保険事業状況報告（2025 年まで） 

 

■要介護度別認定者割合の推移 

 
 
※2025 年までは介護保険事業状況報告月報（ ９ 月末時点）、 2026 年以降が推計値。  

資料：介護保険事業状況報告（2025 年まで） 
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■認定者数・認定率の推移と将来推計 

 
※認定率の分母は 65 歳以上人口（ 推計人口） を 用いて算出 

資料：介護保険事業状況報告（2025 年まで） 
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